
 

 

 

 ２０１３年１月３１日 

 日本郵便株式会社 

 

 

 

 

 

日本郵便株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長 鍋倉 眞一）は、本日、郵便事業株

式会社最終事業年度（平成２４年４月１日から同年９月３０日まで）の「郵便事業の収支

の状況」を総務大臣に報告いたしました。 

（単位：億円） 

種 類 別 営業収益 営業費用 営業利益 

郵  便  物 5,804 5,746 58 

 内 国 郵 便 5,491 5,494 ▲3 

  第一種 （封 書   ） 3,327 3,149 177 

  第二種 （はがき   ） 1,248 1,459 ▲211 

  第三種 （雑誌、新聞 ） 59 90 ▲31 

  第四種 （通信教育等 ） 4 9 ▲5 

  特殊取扱（速達、書留等） 853 786 66 

 国  際  郵  便 313 252 61 

注１：郵政民営化法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政

令（平成２４年政令第２０２号）附則第４条の規定に基づき、郵便法の一部改正に伴う

経過措置として、日本郵便株式会社が郵便事業株式会社最終事業年度の「郵便事業の収

支の状況」を公表するものです。 

注２：記載金額は、単位未満を四捨五入して表示しております。 

以 上 

（参考） 

種 類 別 営業収益 営業費用 営業利益 

荷物（ゆうパック、ゆうメール等） 1,807 2,076 ▲269 

 
 

【報道関係の方のお問い合わせ先】 
日本郵便株式会社 総務部(報道担当) 
電話：(直 通)０３－３５０４－９７９８ 

      (ＦＡＸ)０３－３５０４－９７１７ 
【お客さまのお問い合わせ先】 

お客様サービス相談センター 
＜電話番号＞ 

 
０１２０
フリーコール

―２３２８
ふ み に は

―８６
ハロー

 
携帯電話からご利用のお客さま 

０５７０－０４６－６６６ 
  （通話料はお客さま負担です。） 

＜ご案内時間＞ 
平日：8:00～22:00 
土・日・休日：9:00～22:00 

※おかけ間違いのないようにご注意ください。 

 

郵便事業の収支の状況（郵便事業株式会社最終事業年度） 

（単位：億円） 


